
基準値 目標値 達成

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

41% - - - 41% 44% 60%

- - - 60% 60%

施策の分析

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－18（政策５－施策②））

政策名 地域活性化の推進

施策名 中心市街地活性化基本計画の認定

施策の概要
中心市街地の活性化を推進するため、中心市街地の活性化に関する法律に基づき市町村が作成する中心市街地の活性化
に関する施策を総合的かつ一体的に推進するための基本計画の認定を行う。

達成すべき目標
中心市街地の活性化が地域の社会、経済及び文化の発展に果たす役割の重要性に鑑み、中心市街地における都市機能
の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進することを目的とする。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

11.0

補正予算（b） － － －予算の
状況

（百万円）

当初予算（a） 12.1 10.8 12.3

－

繰越し等（c） － － －

合計（a＋b＋c） 12.1 10.8 12.3

執行額（百万円） 5.7 4.5 3.5

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

○「日本再興戦略」（H25.6.14）
 　民間投資の喚起を軸とする中心市街地活性化
○まち・ひと・しごと創生総合戦略（H26.12.27）
　 地方都市の拠点となる中心市街地等の活性化を強力に後押しする包括的政策パッケージの策定

測定指標

期間終了後に行う最終フォローアップ調
査結果において、実績数値が基準値
（計画策定時）よりも改善された目標指
標の割合

実績値

未達成

年度ごとの目標

　平成26年度末で基本計画が終了した市町村において、基本計画に定めた目標指標の
実績数値が基準値（計画策定時）を上回った指標は、64指標のうち28指標の約4割であ
り、目標値である6割を達成できなかったが、昨年度の実績値からは改善がみられる。
　当該指標は、市町村が計画期間内において、中心市街地活性化のための各種事業を
集中的に取り組んだ直接的な効果を測定するものであり、施策の目標に照らすと主要な
指標であると考えるため、施策は「進展が大きくない」と判断した。

【測定指標の達成状況】
　市町村が基本計画において、達成状況を適切に把握できるよう、歩行者通行量や年間小売販売額などの定量的な評価指
標を用いて目標値を定めることとしており、期間終了後に行うフォローアップ調査において、実績数値が基準値（計画策定
時）よりも改善された指標の割合を測定するものである。平成26年度の達成状況については、通行量や空き店舗等、施設入
込数等に関係する目標指標の改善率は全体平均よりも高かったが、居住人口や販売額等に関係する目標指標は、全体平
均よりも低い結果となった。現行制度の運用が開始されて約９年が経過し、一部の市町村では中心市街地の活性化に大き
な進展が見られているが、評価指標の実績数値が伸び悩んでいる主な要因として、予想を上回る域内人口の減少や長期に
わたる景気低迷から地域経済が脱しきれていないこと等が挙げられる。また、東日本大震災による資材高騰・人手不足等に
より、中心市街地における自立的な民間投資が停滞していることや、事業進捗の遅れ（地権者との合意形成に時間を要した
等により計画期間内に竣工しない等）も実績数値の改善につながらない要因となっている。

【達成手段の有効性・効率性】
　認定を目指す市町村との対面協議や現地調査を通じたきめ細かいコンサルティングの実施に加え、平成26年度の法改正
等について、ホームページ等を通じた広報などにより周知し、中心市街地活性化の理念及び意義や、基本計画の認定を条
件とした特例措置及び財政支援措置などの有用性を市町村に浸透させることに努めた。
　その結果、　中心市街地活性化基本計画の認定数は、平成26年度末時点において125市177計画、前年度比で6市22計画
増となっており、認定を受けて支援措置を活用する市町村が拡大していることからも、当該認定制度が地方都市全体の活力
の向上に寄与するものであると考える。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　平成26年度の法改正等により、新たな支援措置の創設及び認定要件の緩和、地域再生計画との連携等の制度の改善・見
直しを行っており、この新たな制度等の活用を促進し、認定数の更なる増加に努めることで、中心市街地活性化が地方都市
全体の活力の向上を図るための施策として一層活用されるよう、現在の目標を維持し、引き続き推進していく。

【測定指標】
　市町村との対面協議や現地調査を通じたきめ細かいコンサルティングの実施に加え、毎年実施されるフォローアップを通し
て、計画の進捗状況を確認し、目標達成を目指していく。

学識経験を有する者の知
見の活用

-

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 進展が大きくない

（判断根拠）

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

-

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名
参事官　高畠　昌明
参事官　岸川　仁和 政策評価実施時期 平成27年８月



基準値 目標値 達成

20年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

100件 134件 58件 50件 59件 204件 144件

150件 70件 100件 95件 144件

基準値 目標値 達成

20年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

65.0% － 66.0% 67.0% 74.6% 58.6% 70.0%

－ 70.0% 70.0% 70.0% 70.0%

施策の分析

（有効性、効率性）
Ｈ26年度補正で新たに支援措置となった地域再生戦略交付金の活用要件により、新規認定の回数（第31回認定）
が増加した。支援措置の拡充と認定機会の増加が相まって、想定以上の認定件数実績となったと思料される。地域
再生基盤強化交付金の認定が集中したことも、認定件数の増加に寄与した。地域再生計画の実施にあたっては、
地域再生基盤強化交付金や厚生労働省の実践型地域雇用創造事業など、様々な支援措置と連動しており、複数
の連動施策を活用することで相乗効果が得られ、効果的に地域再生・地域活性化に貢献するという本事業の有効
性に繋がっている。
なお、アンケート調査を分析した結果、目標の属性として「事業の完了が目標の達成に直結するもの」と「事業の実
施により段階的に目標が達成されるもの」に分類した場合、後者の方が目標達成状況においてばらつきが見られ
た。また、目標を下回っている事業について、その理由を見てみると、「目標設定が過大」「想定以上の高齢化・人口
減少」「災害・気象条件等の影響」等が挙げられる。
（課題等）
地域再生計画と連動する支援措置が近年、減少傾向となっている。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
今後、地域再生計画に認定されることにより活用できる連動施策について、地方公共団体へ必要な情報発信や、
各省庁と連携して連動施策の活用に一層努めることによって、計画認定件数を増やしていく。
また、地方公共団体が明確なPDCAメカニズムの下に、政策効果を客観的な指標により検証し、改善等を行うことが
できるよう、更なる情報発信や運用改善に努める。
【測定指標】
「測定指標１　地域再生計画の認定件数」については、例年の計画数の実績値及び平成27年度で計画期間が満了
する計画のうち新たに認定を受ける計画の数を踏まえて目標値を設定する。

学識経験を有する者の知
見の活用

外部有識者委員による評価・調査検討会を開催し、評価においてその知見を活用した。

測定指標

地域再生計画の認定件数

実績値

達成

年度ごとの目標値

計画期間が終了した地方公
共団体に対する調査で、「目
標を上回っている」「目標ど
おり」とした計画の割合

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）

地域再生計画の認定件数については、目標値144件に対し、実績値204件と、目標を
大きく上回る結果となった。一方で、地方公共団体に対するアンケート調査におい
て、地域再生計画の目標達成状況について「目標を上回っている」「目標どおり」と回
答した割合は58.6%となり、目標値（70%）を下回る結果となった。
地域再生計画の認定件数が大幅に増加する中で、これまでの目標達成状況につい
ても概ね達成できていることから、地域再生・地域活性化に一定の効果があったもの
と考えられ、「相当程度進展あり」と判断した。
これに関し、平成26年12月には、進捗状況の検証及び実施段階での目標の見直しを
想定し、「地域再生基本方針」の変更を行い、以降の計画策定の際には、地方公共
団体による中間目標の設定や定期的なフォローアップ、目標設定が過大であった場
合に計画の見直しを求めることで、目標達成が見込めるものにするなど、既に運用の
改善を進めており、今後、指標の改善が見込まれる。

実績値

未達成

年度ごとの目標値

執行額（百万円） 20 21 24
施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

・「経済財政運営と改革の基本方針」（閣議決定：平成26年6月24日）
　第２章　３　（３）観光・交流等による都市・地域再生、地方分権、集約・活性化

繰越し等（c） － － －

合計（a＋b＋c） 28 29 5,028

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 29 29

施策の概要
地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組による地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進する
ため、地域再生法に基づき地方公共団体が作成する地域再生計画の認定を行う。

達成すべき目標 地域の創意工夫を凝らした自主的かつ自立的な取組を推進することで、持続可能な地域の形成を図る。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

28 7,076

補正予算（b） △ 2 △ 0 5,000

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－20（政策５－施策④））

政策名 地域活性化の推進

施策名 地域再生計画の認定等



平成28年３月

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

・認定件数　認定された地域再生計画について（第28回～第31回）
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/index.html
・計画策定地方公共団体に対して実施した「地域再生計画に関するアンケート調査」に基づく回答データ

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名
参事官　岸川　仁和
参事官　須藤　明夫

政策評価実施時期



基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

70% ‐ 87% 93% 87% 88% 80%

‐ 70% 70% 70% 80%

基準値 目標値 達成

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

70% ‐ ‐ ‐ ‐ 75% 70%

‐ ‐ ‐ ‐ 70%

施策の分析

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－21（政策５－施策⑤））

政策名 地域活性化の推進

施策名 地域再生基盤強化交付金の配分計画の策定

施策の概要
地域再生計画を基に、地方公共団体が行う自主的かつ自立的な取組みによる地域経済の活性化、地域
における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、地域の特性
に応じた経済基盤の強化及び快適で魅力ある生活環境の整備を行う。

達成すべき目標
地域の創意工夫や発想を起点にし、それを地方公共団体や国が的確に後押しできるような省庁横断的・
施策横断的な観点の施策を内閣として推進し、地域活性化（地方再生）を促進する。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

43,068

補正予算（b） 13,500 12,500 ‐
予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 55,800 50,220 45,118

繰越し等（c） △ 9,898 △ 2,245 14,366

合計（a＋b＋c） 59,402 60,475 59,484

執行額（百万円） 58,080 59,604 58,102

　内閣府が実施した、平成２６年度に完了し本交付金を活用した地域再生計
画に係る調査において、地域再生計画に定めた成果目標について「目標を上
回った」又は「目標どおり」と回答した地方公共団体は約７５％であり、目標値
（７０％）を上回った。
　また、交付金のメリットを「活用できた」又は「ある程度活用できた」と回答し
た地方公共団体は約８８％であり、目標値（８０％）を上回った。
　以上により本施策の測定目標はいずれも目標を上回って達成したと認めら
れるため「目標達成」と判断した。

（有効性、効率性）
　上記調査において、「事業や年度を超えた弾力的な執行を行い予算を有効活用できた」「事務の効率化
が図られた」「事業実施の効率化が図られた」との回答が多く、本交付金のメリットである、①類似施設の
一体的整備　②効果発現時期の不一致解消　③地方の裁量による予算配分の実施  などが効果を発揮
しているものと考えられる。また、それらのメリットが地域再生計画に定めた成果目標の達成にも寄与して
いるものと考えられる。
　なお、今後もニーズに応じて交付金を活用したいと回答した地方公共団体が約８９％となっており、本交
付金制度は地方公共団体に評価されており、地域の活性化に資するものとして有効的かつ効率的なもの
となっている。

（課題）
　地域再生計画に定めた目標について、「目標を下回った」と回答したものがあることから、今年度から実
施することとなった中間評価結果によって計画の進捗状況を検証し、必要な助言等を行うことにより、計画
の見直しや事業のより効果的な実施につなげ、目標の達成を図っていく必要がある。

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

・「経済財政運営と改革の基本方針」（閣議決定：平成26年6月24日）
　第２章　３　（３）観光・交流等による都市・地域再生、地方分権、集約・活性化
　　　　　　４　（２）国土強靱化（ナショナル・レジリエンス）、防災・減災等

測定指標

事業が完了した地方公共団体に対
する調査で、「交付金の持つメリット
を効果的に活用できた」と回答した
割合

実績値

達成

年度ごとの目標
事業が完了した地方公共団体への
調査で、地域再生計画全体として
の目標達成度について「目標を上
回った」「目標どおり」と回答した割
合

実績値

達成

年度ごとの目標値

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 目標達成

（判断根拠）



次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　地方公共団体が行う自主的かつ自律的な取り組みが効果を発揮し実をあげていくことが重要であるた
め、より一層本施策の効果を高めていくことを目指すこととする。このため、本施策の制度やメリットなどの
周知を図るとともに、地域再生計画及び本施策の実施状況やその効果について適切にフォローアップを
行うこととする。
【測定指標】
　計画目標達成に係る測定指標は、よりアウトカム指標に近い指標として今年度より追加したものであり、
引き続き計画目標の達成状況を検証することで施策の成果を検証する。また、昨年の秋レビューを踏まえ
平成27年度より地域再生計画の中間評価を実施することとし、今後中間評価の結果を踏まえて必要な助
言等を行うことで、より計画目標達成に寄与できるよう努めることとする。

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

地域再生基盤強化交付金に関するアンケート調査結果の概要（平成27年６月）
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/pdf/kouhu-kekka-h27.pdf

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名 須藤　明夫 政策評価実施時期 平成27年８月

学識経験を有する者の知
見の活用

‐



基準値 目標値 達成

- 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

- - - - - 50.0% 70%

- - - - 70%

施策の分析

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

計画策定地方公共団体に対して実施した「地域再生計画に関するアンケート調査」に基づく回答データ

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名
参事官

須藤　明夫
政策評価実施時期 平成28年３月

目標達成には至らないものの、目標の７割を超える水準に達していることから、地域
再生・地域活性化に一定の効果が出ており、また利子補給事業の効果が今後も継続
的に発生すると考えられるため、「相当程度進展あり」と判断した。
これに関し、平成26年12月には、進捗状況の検証及び実施段階での目標の見直しを
想定し、「地域再生基本方針」の変更を行い、以降の計画策定の際には、地方公共
団体による中間目標の設定や定期的なフォローアップ、目標設定が過大であった場
合に計画の見直しを求めることで、目標達成が見込めるものにするなど、既に運用の
改善を進めており、今後、指標の改善が見込まれる。

（有効性、効率性）
　地域再生支援利子補給金対象事業を実施する事業者の事業資金の借入れに対して利子補給金を支給し、事業
者の金利負担軽減を図った結果、平成26年度においては約108億円の融資が実行され、1,327名の雇用創出につ
ながった。本施策は、小さい予算で地域再生に資する事業に対する民間投資を誘発（平成26年度は、2.5億円の予
算により、約282億円の民間投資を創出。）し、雇用の創出にも寄与していることから、地域再生の推進に有効な施
策である。
（課題等）
　本施策を運用する中で疑義等が生じた場合に適宜対応するなど、更なる運用の改善を図っていく。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　本施策を活用した認定地域再生計画に基づく事業において一定の雇用創出効果が上がっていることなどから、今
後も本施策の有効活用を図るため、制度の周知等に努めていく。

【測定指標】
　地域再生に係る評価項目の統合を図り、より全体的な観点から評価を行う。

学識経験を有する者の知
見の活用

-

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）

測定指標

計画期間が終了した地方公
共団体に対する調査で、「目
標を上回っている」「目標ど
おり」とした計画の割合

実績値

未達成

年度ごとの目標値

執行額（百万円） 153 200 203

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

地域再生基本方針改正（地域再生本部・平成26年4月25日）

繰越し等（c） - - -

合計（a＋b＋c） 171 223 250

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 171 223

施策の概要

認定された地域再生計画を基に、事業実施者が金融機関から当該事業を実施するうえで必要な資金を
借り入れる場合に、国が当該金融機関を指定したうえで、予算の範囲内で利子補給金を支給する。
また、特定の政策課題の解決に資する地域再生計画に記載された事業を実施する場合は、金融機関が
地域再生協議会の構成員であることを必要としない要件緩和を実施。

達成すべき目標
地域再生支援利子補給金の支援対象となる融資が行われることによって、地域における雇用創出その他
地域の再生に資することを目標とする。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

250 268

補正予算（b） - - -

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－22（政策５－施策⑥））

政策名 地域活性化の推進

施策名 地域再生支援利子補給金の支給



基準値 目標値 達成

24年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

70% - - 72.9% 96% 75.8% 70%

- - 70% 70% 70%

施策の分析

学識経験を有する者の知
見の活用

－

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

補助金の選定を受けた地方公共団体に対して実施した「特定地域再生事業費補助金に関するアンケート
調査」に基づく回答データ等

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名
参事官

須藤　明夫
政策評価実施時期 平成28年３月

測定指標

特定政策課題の解決に資する地域
再生計画の計画期間が終了した地
方公共団体に対する調査で、「目標
を上回っている」「目標どおり」とした

計画の割合

実績値

達成

年度ごとの目標値

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 目標達成

（判断根拠）

地方公共団体に対するアンケート調査において、特定地域再生事業費補助金を活用
している地方公共団体のうち「目標を上回っている」「目標どおり」と回答した割合は
75.8%となり、目標値（70%）を上回っていることから、「目標達成」と判断した。
なお、特定地域再生事業費補助金は平成24年度から新たに実施している施策である
ため、対象となる地域再生計画のほとんどが計画期間を終了していない。そのため、
当該補助金を活用して達成しようとする目標に対する達成状況を代替指標として活
用する。

（有効性、効率性）
特定地域再生事業費補助金を活用することにより、地場産品の販路拡大や、首都圏からの集客を図るための旅行
商品の開発及び情報発信により、実際に域内の売上が増加した等の事例があった。
一方で、本補助金は、平成24年度から平成26年度までで特定政策課題の解決に資する地域再生計画を策定する
ために必要な調査等の実施を支援する計画策定事業57件、特定政策課題の解決に資する事業の実施を支援する
計画推進事業13件　計70件の事業を支援しており、相当程度の活用がなされていたが、平成26年度の交付をもっ
て終了した。
（課題等）
平成25年度に実施された行政事業レビューの公開プロセスにおいて、補助目的があいまいな上に、他省庁に類似
していると見える事業の存在もあり、内閣府がこの事業をこのまま進めていくことには大きな問題がある。（廃止す
べきとする意見３名あった。)との議論に至った。
また、特定政策課題については、地域の自主的・自立的な取組を尊重する支援の仕組みを維持しつつ、国がその
解決に資する地域の取組に対して重点的に支援を行うことにより、効果的・効率的に全国的な課題解決を図る必要
があることから、各府省庁における取組と有機的に連携しながら、政府を挙げて総合的な支援を推進することがよ
り望ましいと考えられる。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】

【測定指標】
平成26年度限りの事業である。

執行額（百万円） 4 522 152

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

・「経済財政運営と改革の基本方針」（閣議決定：平成26年6月24日）
　第２章　３　（３）観光・交流等による都市・地域再生、地方分権、集約・活性化

－

繰越し等（c） △ 302 302 －

合計（a＋b＋c） 198 602 200

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 500 300

施策の概要

少子高齢化対応、低未利用資源の有効活用等、全国の地域に共通する重要な政策課題を特定政策課
題として設定し、その解決に資する地域の取組に対して重点的かつ総合的な支援を行うため、地域再生
法に基づき、地方公共団体が作成する特定政策課題の解決に資する事業を記載した地域再生計画の認
定を行う。

達成すべき目標
特定政策課題の解決に資する先駆的な取組に対して重点的な支援を行い、地域における地域再生の戦
略的な取組の強化を図るとともに、当該取組から全国に波及するモデル事業を構築することにより、我が
国全体の成長につなげていく。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

200 －

補正予算（b） - － －

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－23（政策５－施策⑦））

政策名 地域活性化の推進

施策名 特定地域再生計画の推進



（別紙３）

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

- 16% 32% 49% 90%

10% 30% 50%

基準値 目標値 達成

23年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

- 16% 31% 45% 90%

10% 30% 50%

（注）○特区ごとの達成度を平均したものであり、平成28年度までに90%に到達することを目標としている。
なお、達成度は専門家が①各特区の評価項目の進捗、②支援措置の活用と地域独自の取組の状況、③総合評価について評
価した結果に基づき算出している。

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）

　平成26年度の測定結果については、指定地方公共団体等からの自己評価を専門
家が評価した結果を踏まえ集計した。目標値は達成していないものの、国際戦略総
合特区、地域活性化総合特区ともに、実績値が目標値の9割以上を達成していること
から、相当程度進展ありと判断している。

測定指標

認定国際戦略総合特別区域
計画について、指定地方公
共団体等に対する調査もしく
は当該団体による自己評価
で、最終計画年度の目標値
に対する達成度の平均

実績値

未達成

年度ごとの目標値

（注）○特区ごとの達成度を平均したものであり、平成28年度までに90%に到達することを目標としている。
なお、達成度は専門家が①各特区の評価項目の進捗、②支援措置の活用と地域独自の取組の状況、③総合評価について評
価した結果に基づき算出している。

認定地域活性化総合特別区
域計画について、指定地方
公共団体等に対する調査も
しくは当該団体による自己評
価で、最終計画年度の目標
値に対する達成度の平均

実績値

未達成

年度ごとの目標値

日本経済再生に向けた緊急経済対策
閣議決定

平成25年1月11日
国際戦略総合特区制度を通じた国際競争力強化策
の推進や、総合特区制度、構造改革特区制度を通じ
た地域活性化施策の推進

日本再興戦略
閣議決定

平成25年6月14日
なお、従来の特区制度やこれと相互に連携している
環境未来都市などの施策については、今後とも継続
して着実に進めていく。

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋）

「新成長戦略」について
閣議決定

平成22年6月18日

これからの国の地域振興策は、ＮＰＯ等の「新しい公
共」との連携の下で、特区制度等の活用により、地域
の「想像力」と「文化力」の芽を育てる施策に転換しな
ければならない。

日本再生の基本戦略
閣議決定

平成23年12月24日
地域における社会経済の活性化のため、多岐の分野
で総合特区制度を活用しつつ、地域の創意工夫を活
かした自律的な取組みを進めていく。

日本再生戦略
閣議決定

平成24年7月31日

各政策分野の政策展開においては、貢献が期待され
る研究機関等の重視など、総合特区が十分な成果を
発揮できるよう取組みながら施策目標の達成に努め
るものとする。

繰越し等（c） 1,140 460 1,195

合計（a＋b＋c） 15,104 13,175 11,167

執行額（百万円） 3,525 2,926 5,698

当初予算（a） 14,028 12,715 9,972

施策の概要
総合特別区域において、産業構造及び国際的な競争条件の変化、急速な少子高齢化の進展等の経済社
会情勢の変化に対応して、産業の国際競争力の強化及び地域の活性化に関する施策を総合的かつ集中
的に推進することにより、我が国の経済社会の活力の向上及び持続的発展を図る。

達成すべき目標
総合特別区域法の下、産業の国際競争力の強化及び地域の活性化に関する施策を総合的かつ集中的
に推進することにより、国民経済の発展及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

5,613

補正予算（b） △64 0 0
予算の
状況
（百万
円）

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－24（政策５－施策⑧））

政策名 地域活性化の推進

施策名 総合特区の推進



施策の分析

学識経験を有する者の知
見の活用

外部有識者委員による評価・調査検討会を開催し、評価においてその知見を活用した。

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

総合特区の目標の達成状況の検証にあたっては、指定地方公共団体等から評価書の提出を受けた。（６月）
評価書については外部有識者委員による評価を行い、評価結果を公表した。（12月）

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名
参事官　森宏之
参事官　佐藤透

政策評価実施時期 平成28年３月

評
価
結
果

（未達成となった原因等）
　総合特区制度の開始から約３年が経過し、取組の進捗自体は堅調に推移しているものの、特区によっては必要な
規制の特例措置が実現できなかったり、財政支援、金融支援等の活用が想定よりも進まずに進捗に遅れが見られ
る特区も存在している。

（有効性、効率性）
　国際戦略総合特区（７地域）、地域活性化総合特区（41地域）ともに概ね目標を達成していることから、特区に指定
されたことによる地域独自の取組の推進と相俟って、一定の効果が出ているものと考えられる。特に規制の特例措
置については、H26における「国と地方の協議」において、特区側から42件の規制の特例に関する提案がなされ、関
係府省との協議を行った結果、うち18件について特区の取組を実現するために法令等の改正を行う（一部条件を詰
めたうえで改正を行う）ことで合意に至ったり、現行制度の下で対応が可能との見解を得ることができた。
　なお、税制、財政、金融支援措置の活用状況については、総合特区事後評価の結果として12月に公表を行った。

（課題等）
　提案された規制の特例措置等について、「国と地方の協議」において円滑に協議するとともに、また、各支援措置
の適切な活用を推進することが課題である。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　評価結果については、関係府省の施策に適切に反映するほか、関係する総合特区において実施する事業及び総
合特区計画に適切に反映する。また、規制の特例措置及び構造改革特区の規制の特例措置については、評価結
果を踏まえ、内閣官房及び関係府省において、特区の提案の実現に向けて協議を行うなど、適切な対応を行うもの
とする。また、税制上の支援措置については年度ごとの税制改正を、財政・金融上の支援措置については、年度ご
との予算編成をそれぞれ経て、政策に反映されることを留意した対応を行う。
【測定指標】
　次年度（平成27年度）からは、総合特区事後評価（有識者による評価・5点満点）の結果における全特区の平均値
を測定指標とし、その目標値は、最終計画年度（平成28年度）に全ての特区でA評価（4.5点以上）に達することを目
標とする。具体的な平成27年度の目標値としては、国際4.4点以上、地域4.3点以上とする。



基準値 目標値 達成

24年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

33% - - 33% 53% 74% 90%

- - 10% 30% 50%

基準値 目標値 達成

24年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 28年度

19% - - 19% 32% 47% 90%

- - 5% 20% 40%

施策の分析

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－25（政策５－施策⑨））

政策名 地域活性化の推進

施策名 「環境未来都市」構想の推進

施策の概要

厳選された戦略的都市・地域（「環境未来都市」）において、様々な取組を集中的に実施すること等を通じ
て、未来に向けた技術、社会経済システム、サービス、ビジネスモデル、まちづくりで世界に類のない成功
事例を創出し、これを国内外に普及展開することにより、新たな経済的需要や雇用を創出する。また、人
口減少社会、超高齢化社会、地球温暖化への対応といった世界共通の課題を解決するためには、社会
経済システムのイノベーションが必要であることから、本構想では、その実践の場を作り出すことで、我が
国の課題の解決力の強化を図るとともに、都市・地域の活性化、我が国全体の経済社会の発展の実現に
貢献する。

達成すべき目標

選定した環境未来都市において、環境や超高齢化等の面で、未来に向けた技術、仕組み、サービス、ま
ちづくりで世界トップクラスの成功事例を創出するとともに、それらの国内外への普及展開を図ることで、
需要拡大、雇用創出等を実現し、都市・地域の活性化及び我が国全体の持続可能な経済社会の発展の
実現に貢献する。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

77

補正予算（b） - - -
予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 1,086 200 80

-

繰越し等（c） 8 505 -

合計（a＋b＋c） 1,094 705 80

執行額（百万円） 808 655 53

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

「新成長戦略」について閣議決定（平成２２年６月１８日）
日本再生の基本戦略（平成２３年１２月２４日）

測定指標

①各環境未来都市において
選定した計画の最終目標年
度の目標値に対する達成割
合（被災地以外の５都市）

実績値

達成

年度ごとの目標値

②各環境未来都市におして
策定した計画の最終目標年
度の目標値に対する達成割
合（被災地の６都市）

実績値

達成

年度ごとの目標値

各環境未来都市において作成された環境未来都市計画に基づき、Ｈ２５年度
に推進した各取組の進捗状況について各環境未来都市が評価を行い作成し
た評価調査シートを基に、測定指標①、②の達成度を算定。両方とも達成度
の平均値が目標値を超えたため、目標達成と判断した。

（有効性、効率性）
　各都市がH24年に策定した環境未来都市計画においては、施策の評価指標を、環境的価値（二酸化炭素排出量
の削減率、太陽光発電の新規導入量等）、社会的価値（高齢者の生きがい・社会参加の推進、スクールヘルパー延
活動人数等）、経済的価値（観光消費額、林産業生産額等）の三つのファクターで設定しており、各都市毎に具体的
な指標が異なるので、進捗率の基準はまちまちとなる。
　例えば、施策を着実に実施し奏功しているのにもかかわらず、二酸化炭素排出量の削減率を指標としていても、
観光客数の増加等の経済的要因で、結果として二酸化炭素排出量の削減は目標に達していないと見えることがあ
る。
  被災地以外の環境未来都市５都市、被災地の６都市ともに24年度から3年連続で着実に目標を達成していること
から、地域独自の取組と相俟って、有識者委員による現地支援やフォローアップの取組、および各取組などの普及
啓発により、一定の効果が出ているものと考えられる。
（課題等）
　「環境未来都市」は未来に向けた技術、社会経済システム、サービス、ビジネスモデル、まちづくりで成功事例を創
出し、これを環境未来都市以外の国内、および同様の課題を抱える海外の都市に普及展開することで、新たな経済
的需要や雇用を創出することを目的としていることから、今後どのように各都市の特色ある取組を成功事例として、
普及展開していくかが課題である。
（外部要因等により実績に与えた影響）
　特になし

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 目標達成

（判断根拠）



次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　各環境未来都市から提出された評価調査シートを基に有識者による取組状況の評価、検証を行い、各環境未来
都市の今後の取組や計画推進に関するアドバイスをいただく。これを基に各都市において、計画や取組の見直しを
行って、今後の環境未来都市計画の推進を図る。また、各都市の事業のより一層の進展を図るべく、現地における
会議の開催・取組状況の視察などを行い、進捗の遅れている都市については重点的に指導を行う。
　また、各都市で設定した評価指標による評価のため、施策を着実に実施しているにもかかわらず、進捗率として数
値化されないものが見られるため、実際の取り組みを正しく評価できるよう、評価指標の見直しも検討する。
　各都市取組の成功事例については、環境未来都市構想推進国際フォーラム（H26年度は宮城県東松島市（6か
国・約250名）・マレーシアジョホールバル市（10か国・約300名）で実施）、環境未来都市ＨＰのリニューアル等を通じ
て普及展開を推進していく。
【測定指標】
　測定指標①、②とも、策定している環境未来都市計画（平成24年度から5年間）について、最終計画年度の各都
市、各取組の目標値に対する達成度の平均が90％に達することで、制度の目標達成に向け順調に環境未来都市
が形成されていることとなり、引き続き測定指標として設定し、目標の達成を目指す。②については、11の環境未来
都市のうち、東日本大震災の被災地域である6都市があるが、被災地域では復興計画等と並行して復興に向けて
実態に合うよう、柔軟に修正しながら進めているため、被災地域以外とは分けて評価することで、目標を達成してい
く。

学識経験を有する者の知
見の活用

今後、学識経験者から意見聴取を行う予定。

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

各環境未来都市より提出される評価調査シート

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名
参事官

高畠　昌明
政策評価実施時期 平成27年８月



基準値 目標値 達成

- 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

- - - 10 6 3 12

- - 10 8 12

基準値 目標値 達成

25年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

7 - - - 7 11 10

- - - - 10

施策の分析

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－26（政策５－施策⑩））

政策名 地域活性化の推進

施策名 都市再生安全確保計画の策定の促進

施策の概要
都市再生特別措置法に基づく都市再生緊急整備地域において、官民からなる都市再生緊急整備協議会
が都市再生安全確保計画を作成することを促進し、都市の安全性の速やかな向上を図ることをもって、円
滑な都市再生の推進を図るための経費である。

達成すべき目標
都市再生緊急整備地域において、首都直下地震等の大規模災害が発生した場合における滞在者等の安
全の確保を図る。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

45

補正予算（b） - - -
予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 150 100 91

繰越し等（c） - - -

合計（a＋b＋c） 150 100 91

執行額（百万円） 63 37 8

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

東日本大震災からの復興の基本方針（平成23年7月29日　東日本大震災復興対策本部決定）
都市再生基本方針の一部変更（平成24年8月10日　閣議決定）

測定指標

①都市再生安全確保計画
を作成する又は作成しよう
とするエリア数

実績値

未達成

年度ごとの目標値

②都市再生安全確保計画
の作成エリア数（累積）

実績値

達成

年度ごとの目標

　都市再生の推進を図る上で、測定指標②を重要な達成目標と考えている。

　その支援プロセスである測定指標①については、年度ごとの目標値（本施
策に基づく内閣府の補助事業の対象エリア数のみをカウント）に対し、低調
（実績の割合3/12）であったものの、計画を作成しようとするエリアの地方公共
団体等に対する補助事業以外の支援（計画策定主体となる法定協議会の設
置支援等）をあわせて講じた結果、測定指標②の「計画を作成する（作成を終
える）エリア数」の目標を上回る実績を達成したもの。

（未達成となった原因等）
　計画の作成を開始するための合意形成（計画策定主体に係る関係者協議等）に時間を要している（例え
ば、当事者の選定や対象範囲の設定を慎重に行っている）エリアが複数あり、26年度に新たに支援プロセ
スに乗ったエリア数は目標に達しなかった。
　なお、計画を作成しようとする（過年度の補助事業の対象を含む）エリアには十分な作成進捗がみられ、
おおむね「計画を作成する（作成を終える）」段階に到達できている。
（課題、改善点）
　主たる達成手段としている支援メニュー（本施策に基づく補助事業）に対しては、計画の策定に向けて広
範な調査や合意形成に取り組む場合、補助対象（基礎データの収集・分析等に限定）や補助率（１／２）が
不十分との課題が、計画を作成しようとするエリアの地方公共団体や有識者等から指摘されている。
（達成手段の有効性、効率性）
　当該の支援メニュー（補助事業）に加えて、補助要望調査や計画に関する相談対応等により、計画の策
定に向けた取り組みの全体数と個別エリアの進捗状況を把握し、また、計画策定主体となる法定協議会
の構成員として合意形成を支援するなど、国が実質的に広く促進の手段を講じているところ。
　したがって、本施策の効果として、支援メニュー（補助事業）の対象となったエリア数の実績値を一定程
度確保しつつ、26年度の目標値「計画を作成する（作成を終える）エリア数累積計10」を上回る成果をすで
に得ていることから、施策全体としては有効に実施されてきたものと判断している。

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）



次期目標等への
反映の方向性

【施策】
　有識者ＷＧの開催や「計画作成の手引き」改定及び事例周知のための説明会の開催等により、計画を
作成できるエリア（都市再生緊急整備地域）の地方公共団体や民間事業者等に対し、国として一層の相
互連携を働き掛け、大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内の滞在者等の安全
の確保が図られるよう、計画作成を促してきている。
　補助事業については、補助対象や補助率の拡充は行っていないが、基礎的な調査に実務的な助言や
情報提供を加えるなど、国による関与によって効果増進を図る。
　以上のような促進施策により、「計画を作成する（作成を終える）エリア数」又は「計画を作成しようとする
エリア数」の新たな掘り起しと、補助事業の活用や個々のエリアで計画の作成を終えるまでの期間短縮を
実務的に支援していく等により、引き続き、「作成エリア数」の実績計上につなげていく。
【測定指標】
　指標①については、計画策定に向けた調査段階において、施策の課題等に対応しつつ、各エリアの取り
組み状況を、補助事業執行を中心に的確にフォローアップ（例えば、着手の早期化につながる情報提供
や関係者ヒアリング、現地踏査の実施）していく。
　また、指標②については、計画の作成に取り組んでいる地方公共団体等に対する上記の促進施策によ
り、計画案とりまとめや、計画策定主体となる官民の合意形成を引き続き支援することとし、新たに平成27
年度以降の目標値を設定した。

学識経験を有する者の知
見の活用

　制度を活用できる箇所が限られてくる理由として、計画策定のために法定協議会の設置を前提とし、補
助事業者（基礎自治体や民間団体）が調査費予算の１／２を自己資金で準備しなければならないことが
挙げられるが、国の支援としてはよい取り組みである（放送大学（順天堂大学客員）田城教授）→指摘を受
け、補助事業者のニーズの把握に努めているところ

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

【測定指標】
　測定指標②「計画を作成するエリア（実績）」については、官邸（内閣府地方創生推進室）ホームページ
において確認できる。
（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/toshisaisei/yuushikisya/anzenkakuho/sakuseitiiki.pdf）

　なお、「計画を作成しようとするエリア数」には、計画の作成に取り組んでいるが、作成を終えていない段
階のエリアの数を含む。

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名 鹿野　正人 政策評価実施時期 平成27年８月



基準値 目標値 達成

- 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 26年度

- - - - - 94.3% 100%

- - - - 100%

施策の分析

次期目標等への
反映の方向性

平成26年度実施施策に係る政策評価書
（内閣府26－28（政策５－施策⑫））

政策名 地域活性化の推進

施策名 地域活性化・効果実感臨時交付金の配分計画の策定

施策の概要 がんばる地域交付金（地域活性化・効果実感臨時交付金）制度要綱に基づき、配分計画を策定する。

達成すべき目標
　平成25年度補正予算における経済対策による公共事業等の追加に伴う地方負担の軽減を図り、景気
回復が波及していない財政力の弱い市町村が事業を円滑に実施することができるよう支援し、これをもっ
て景気回復の効果を波及させていくこと。

施策の予算額・執行額等

区分 24年度 25年度 26年度 27年度

- -

補正予算（b） - 87,000 -

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

好循環実現のための経済対策（平成25年12月５日閣議決定）

-

繰越し等（c） - △ 87,000 86,771

合計（a＋b＋c） - 0 86,771

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） - -

執行額（百万円） - - 86,550

相当程度進展あり

（判断根拠）
がんばる地域交付金について「地域の活性化に有効だった」と回答した地方
公共団体の割合は94.3％であり、おおむね目標は達成できた。

測定指標

地域活性化・効果実感臨時交付金
の創設により、公共事業等の実施
の後押しとなったと回答した市町村
の割合
（※母数は、交付対象となった市町
村の総数）

実績値

未達成

年度ごとの目標値

平成27年８月

　がんばる地域交付金について地域の活性化に「非常に有効であった」又は「有効であった」との回答は94.3％とな
り、達成目標に近い成果があった。「非常に有効であった」又は「有効であった」とする主な回答は以下のとおりであ
る。
・地方債の発行抑制ができたから
・地方公共団体の自主性・自立性が十分に尊重された交付金であったから
・緊急で必要となった事業に活用でき、負担軽減を図ることができたから
・通常の補助金等と比べ、地方公共団体の事務に係る負担の軽減が図られていたから
・住民要望への対応や地元業者への発注等、地域活性化に資することができたから
　本交付金の目標とする公共事業等の公共投資の迅速かつ円滑な実施による全国への景気回復効果の波及につ
いては、執行率がほぼ100％ということもあり、概ね達成されたものと考える。一方、指標については、平成27年度行
政事業レビューの公開プロセスにおいて「地方公共団体で優先順位の高い、経済効果の高い事業に活用されるた
めにも、効果測定のための適切な指標を考えるべき」との指摘があったことから、今後同種の地域活性化交付金に
よる事業を実施する際には検討が必要である。

　地方創生を目的とする地域活性化・地域住民生活等緊急支援のための交付金は、ソフト事業を中心として
①地方公共団体による地域における消費喚起策やこれに直接効果を有する生活支援策の実施（地域消費喚起・生
活支援型）
②地方版総合戦略の円滑かつ有効な策定と、これに関する施策の実施（地方創生先行型）
に対し支援するものである。
　一方、がんばる地域交付金については、アベノミクスによる景気回復の効果の全国への波及を目的とし、国や地
方公共団体が行う公共事業の実施に対する地方公共団体への支援であり、制度の目的や内容が異なる。

【施策】

【測定指標】
25年度1次補正予算限りの制度である。

学識経験を有する者の知
見の活用

-

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

-

担当部局名 地方創生推進室 　作成責任者名 参事官 岸川 仁和 政策評価実施時期

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分）
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